
 

 

 

不正リスク対応基準関連

の内閣府令等  

資料１－２



 

平成 25 年５月 24 日  

金融庁 

 

「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令

（案）」に対するパブリックコメントの結果等について 

 
１．パブリックコメントの結果 

金融庁では、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令の一部を改正する内閣府

令の一部を改正する内閣府令（案）」につきまして、平成 24 年３月 27 日（水）か

ら平成 25 年４月 26 日（金）にかけて公表し、広く意見の募集を行いました。 

その結果、１団体・１個人から４件のコメントをいただきました。本件について

御検討いただいた皆様には、御協力いただきありがとうございました。 

 

本件に関してお寄せいただいたコメントの概要及びそれに対する金融庁の考え

方は（別紙１）を御覧ください。 

また、具体的な改正等の内容については（別紙２）、（別紙３）をそれぞれ御参照

ください。 

 

２．公布・施行日等 

財務諸表等の監査証明に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令は本日付で

公布・施行されました。 

・財務諸表及び連結財務諸表の監査については、平成26年３月31日以後終了する事

業年度及び連結会計年度から適用します。 

 ・中間財務諸表及び中間連結財務諸表の監査については、平成26年９月30日以後終

了する中間会計期間及び中間連結会計期間から適用します。 
 

 

 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

総務企画局企業開示課（内線 3656、3887） 

（別紙１）コメントの概要及びそれに対する金融庁の考え方 

（別紙２）財務諸表等の監査証明に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令 

（別紙３）財務諸表等の監査証明に関する内閣府令 新旧対照表 

 

 



○

財
務
諸
表
等
の
監
査
証
明
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
昭
和
三
十
二
年
大
蔵
省
令
第
十
二
号
）

改

正

案

現

行

（
監
査
証
明
の
手
続
）

（
監
査
証
明
の
手
続
）

第
三
条

（
略
）

第
三
条

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

３

金
融
庁
組
織
令
（
平
成
十
年
政
令
第
三
百
九
十
二
号
）
第
二
十
四
条
第
一
項

３

金
融
庁
組
織
令
（
平
成
十
年
政
令
第
三
百
九
十
二
号
）
第
二
十
四
条
第
一
項

に
規
定
す
る
企
業
会
計
審
議
会
に
よ
り
公
表
さ
れ
た
次
に
掲
げ
る
監
査
に
関
す

に
規
定
す
る
企
業
会
計
審
議
会
に
よ
り
公
表
さ
れ
た
監
査
に
関
す
る
基
準
は
、

る
基
準
は
、
前
項
に
規
定
す
る
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ
る
監
査
に
関
す

前
項
に
規
定
す
る
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ
る
監
査
に
関
す
る
基
準
に
該

る
基
準
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
第
五
号
に
掲
げ
る
基
準
は
、
次

当
す
る
も
の
と
す
る
。

項
の
規
定
に
よ
り
適
用
さ
れ
る
場
合
に
限
る
。

一

監
査
基
準

（
新
設
）

二

中
間
監
査
基
準

（
新
設
）

三

監
査
に
関
す
る
品
質
管
理
基
準

（
新
設
）

四

四
半
期
レ
ビ
ュ
ー
基
準

（
新
設
）

五

監
査
に
お
け
る
不
正
リ
ス
ク
対
応
基
準

（
新
設
）

４

前
項
第
五
号
に
掲
げ
る
基
準
は
、
監
査
証
明
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
次
の

（
新
設
）

い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
と
き
に
限
り
、
適
用
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。

一

そ
の
発
行
す
る
有
価
証
券
が
法
第
二
十
四
条
第
一
項
第
一
号
又
は
第
二
号

に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
同
項
の
規
定
に
よ
り
有
価
証
券
報
告
書
を
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
会
社
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十

四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
有
価
証
券
報
告
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な



い
協
同
組
織
金
融
機
関
（
協
同
組
織
金
融
機
関
の
優
先
出
資
に
関
す
る
法
律

（
平
成
五
年
法
律
第
四
十
四
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
協
同
組
織
金

融
機
関
を
い
う
。
）
を
含
む
。
）

二

そ
の
発
行
す
る
有
価
証
券
が
法
第
二
十
四
条
第
一
項
第
三
号
又
は
第
四
号

に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
同
項
の
規
定
に
よ
り
有
価
証
券
報
告
書
を
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
会
社
（
最
終
事
業
年
度
に
係
る
貸
借
対
照
表
に
資
本
金

と
し
て
計
上
し
た
額
が
五
億
円
未
満
又
は
最
終
事
業
年
度
に
係
る
損
益
計
算

書
に
よ
る
売
上
高
（
事
業
収
益
及
び
営
業
収
益
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
も
の

を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
額
若
し
く
は
直
近
三
年
間
に

終
了
し
た
各
事
業
年
度
に
係
る
損
益
計
算
書
に
よ
る
売
上
高
の
額
の
合
計
額

を
三
で
除
し
て
得
た
額
の
う
ち
い
ず
れ
か
大
き
い
方
の
額
が
十
億
円
未
満
で

あ
り
、
か
つ
、
最
終
事
業
年
度
に
係
る
貸
借
対
照
表
の
負
債
の
部
に
計
上
し

た
額
の
合
計
額
が
二
百
億
円
未
満
で
あ
る
会
社
を
除
く
。
）



 

平成 25 年６月 11 日  

金融庁 

 

「企業内容等の開示に関する留意事項について（企業内容等開示ガイド

ライン）」の改正案に対するパブリックコメントの結果等について 

 
１．パブリックコメントの結果 

 

金融庁では「企業内容等の開示に関する留意事項について（企業内容等開示ガイド

ライン）」の改正案につきまして、平成 25 年３月 27 日（水）から同年４月 26 日（金）

にかけて公表し、広く意見の募集を行いました。 

その結果、４の個人及び団体より９件のコメントをいただきました。本件について

御検討いただいた皆様には、御協力いただきありがとうございました。 

 

本件に関してお寄せいただいたコメントの概要及びそれに対する金融庁の考え方

は（別紙１）を御覧ください。 

 

また、具体的な改正の内容については（別紙２）を御参照ください。 

 

２．適用日 

本件のガイドラインは、本日付で適用されました。 

 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

総務企画局企業開示課（内線 3665、3802） 
 

 

（別紙１）コメントの概要及びそれに対する金融庁の考え方 

（別紙２）企業内容等の開示に関する留意事項について（企業内容等開示ガイドライ

ン）新旧対照条文 



（有価証券報告書等の提出期限の承認の取扱い） 

24－13 法第24条第１項各号に掲げる有価証券の発行者から、同項本文に規定する承

認の申請があった場合には、以下の点に留意して、適切な判断を行うものとする。 

  やむを得ない理由 

法第24条第１項各号に掲げる有価証券の発行者から、同項本文に規定する承認の

申請があった場合であって、おおむね次の場合に該当するときは、「やむを得ない

理由により当該期間内に提出できないと認められる場合」に該当することに留意す

る。 

① 電力の供給が断たれた場合その他の理由により、当該発行者の使用に係る電子

計算機を稼動させることができないことによる債務未確定等を理由として、提出

期限までに財務諸表又は連結財務諸表の作成が完了せず、又は監査報告書を受領

できない場合 

② 民事再生法に基づく再生手続開始の申立てによる債務未確定等を理由として、

提出期限までに財務諸表又は連結財務諸表の作成が完了せず、又は監査報告書を

受領できない場合 

③ 過去に提出した有価証券報告書等のうちに重要な事項について虚偽の記載が発

見され、当事業年度若しくは当連結会計年度の期首残高等を確定するために必要

な過年度の財務諸表若しくは連結財務諸表の訂正が提出期限までに完了せず、又

は監査報告書を受領できない場合であって、発行者がその旨を公表している場合 

④ 監査法人等による監査により当該発行者の財務諸表又は連結財務諸表に重要な

虚偽の表示が生じる可能性のある誤謬又は不正による重要な虚偽の表示の疑義

が識別されるなど、当該監査法人等による追加的な監査手続が必要なため、提出

期限までに監査報告書を受領できない場合であって、発行者がその旨を公表して

いる場合 

⑤ 法第24条第１項各号に掲げる有価証券の発行者が外国の者である場合であって、

当該者の本国の計算等に関する法令又は慣行等により提出期限までに有価証券

報告書を提出することができない場合 

  承認を必要とする理由を証する書面 

開示府令第15条の２第２項第２号及び第15条の２の２第３項第５号並びに第17

条の４第３項第５号に規定する「理由を証する書面」は、例えば報道、適時開示等、

承認を必要とする理由が発生したことが客観的に明らかとなるもので、提出期限の

延長の必要性を判断するために必要な事項を明瞭に記載した書面であることを要

する点に留意する。 

なお、承認の申請理由が ③又は ④に該当する場合には、上記の理由を証する

書面に加え、監査法人等の見解並びに発行者の代表者による当該申請を行うことに

ついての認識及び有価証券報告書を早期に提出するために実施する方策について

記載した書面も確認するものとする。 

  新たに承認する提出期限 

新たに承認する提出期限の設定に当たっては、金融商品取引所又は認可金融商品

取引業協会及び発行者の監査法人等とも連携し、個々の事案における提出期限の承

認を必要とする理由の発生時期、復旧可能性、発行者の事業規模、事案の複雑性な

どを考慮した上で、公益又は投資者保護のため必要かつ適当な期限を定める必要が

ある。この場合において、企業情報が開示されないことによる不利益と、正確な企



業情報が開示される利益とを比較考量の上、判断することに留意するものとする。 

なお、承認の申請理由が ③又は ④に該当する場合であって、提出期限を１月

以上延長する旨の承認を行おうとする場合には、企業情報が開示されないことによ

る投資者への悪影響に配慮し、発行者が金融商品取引所又は認可金融商品取引業協

会の規則に基づく開示等において当該発行者が財務諸表又は連結財務諸表に重要

な虚偽の表示が生じる可能性のある誤謬又は不正についての確認を行っているか、

過去に提出した有価証券報告書等の重要な事項についての虚偽の記載を自認し、そ

の解決及び是正に向けた真摯な取組みを投資者に対して早期に表明しているかな

ど、当該発行者による情報開示の状況も考慮した上で、その期間の妥当性について

判断するものとする。 

  申請の慫慂について 

財務局は、 ③又は ④に関連する事項を金融商品取引所又は認可金融商品取引

業協会の規則等に基づき開示した発行者があるときは、当該発行者に対して速やか

に法第24条第１項本文に規定する承認の申請の要否を判断させ、当該申請が必要で

あると当該発行者が判断した場合には速やかにこれを行わせることとする。 


